





























































































は、ケース V で厚生年金の所得代替率が 2043 年度で 50％に到達してしまう。そして、機械的に
給付水準の調整を進めていくと、2058 年度で 44.5％にまで落ち込んでしまう。ケースⅣでも、
厚生年金の所得代替率が 2044 年度で 50％に到達してしまう。そして、機械的に給付水準の調整
を進めていくと 2053 年度で 46.5％にまで落ち込んでしまう。財政検証の視点から言うと、公的
年金の健全性は保たれていない。ケースⅥ、すなわち「経済成長と労働参加が進まないケース」
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　オプション試算自体は前回の 2014 年財政検証でも行われた。2019 年の財政検証では、「オプ
ション試算 A（被用者保険の更なる適用拡大）」および「オプション試算 B（保険料拠出期間の
延長と受給開始時期の選択）」が行われた。「オプション試算 A（被用者保険の更なる適用拡大）」
については、2014 年財政検証でも行われ、今回は、適用拡大を 125 万人、325 万人、1,050 万人























































































ある。加藤（2019）が述べるように、「サービスの利用者は、2000 年の約 149 万人から、2018 年
には約 474 万人と約 3.2 倍に増加（13）」しており、文字通り制度が普及して、わが国になくてはな
らない社会保険制度になった。しかし、その介護保険制度が制度の普及に伴い、介護費が急騰
し、併せて保険料も増え続けている。野村（2019）によれば、介護保険制度がスタートした
2000 年度では介護費が 3.6 兆円であったが、2019 年度には 11.7 兆円と 3.3 倍に膨らみ、応じて、
社会保障制度改革と財源調達の課題 25















る。現在、介護保険制度における自己負担は原則 1 割で、所得水準が高いと 2 割ないし 3 割にな












高くなる。実際、介護保険制度からの給付対象の中心は 65 歳以上の第 1 号被保険者である。一
応、40 歳から被保険者とする根拠としては、40 歳から要介護と関連の深い疾病（給付の要件と























































































































































（ 1 ） 財政再計算と財政検証については、牛丸（2019）に詳しい説明がある。
（ 2 ） 財政検証結果の解説としては、厚生労働省年金局数理課（2019）、伊藤・上祐（2019）が参考になる。
（ 3 ） 経済前提や人口前提等の細かい点については、財政検証の資料を参照のこと。財政検証の資料は厚
生労働省（2019）からファイルを入手出来る。
（ 4 ） いわゆるモデル世帯が対象である。
（ 5 ） 公的年金制度全体の現状と課題については、河合（2019）pp.96-102 を参照のこと。
（ 6 ） 小黒（2019b）p.20
（ 7 ） 小黒（2019a）p.43
（ 8 ） 鈴木（2019）p.25
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